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⑤職員手当の状況（平成 26 年 4 月 1 日現在）

区　　　分 内　　　容

期 末 勤 勉
手 当

支給割合 期　末 勤　勉 計

6 月 1.225 月分 0.675 月分 1.900 月分

12 月 1.375 月分 0.675 月分 2.050 月分

計 2.600 月分 1.350 月分 3.950 月分

＊職制上の段階、職務の級等による加算措置
   役職加算　5 ～ 10％

地 域 手 当 なし（県消防防災航空隊派遣職員を除く）
＊県消防防災航空隊派遣職員（神戸市）支給割合 10％

扶 養 手 当

配偶者 13,000 円　扶養親族 1 人につき 6, 500 円
年度初め満 16 歳～満 22 歳の年度末までの加算額
各 5,000 円

【配偶者がない場合】
扶養親族 1 人については 11,000 円

住 居 手 当
借家居住者月額 12,000 円以上の家賃を支払ってい
る職員に支給。
最高 27,000 円

管理職手当

部長相当職（医師職）　　　　66,700 円　　
　　　　　  （医師職を除く）　57,600 円
次長相当職（医師職）　　　　55,000 円　
　　　　　  （医師職を除く）　45,700 円
課長相当職　　　　　　　　  37,400 円　　
副課長相当職　 　　　　　　 28,500 円

管理職員特
別勤務手当

管理職員が臨時又は緊急、その他の公務の運営の
必要により週休日又は休日等に勤務した場合に
役職に応じて支給。
勤務 1 回につき　部長、課長相当職 6,000 円　
                                  副課長相当職         4,000 円

特 殊 勤 務
手 当

主な手当
・下水管渠内作業手当　作業 1 日につき 1,000 円以内
・小動物死体処理作業手当　作業 1 回につき 1,000 円以内（運  
  用：500 円）

・清掃現場業務手当　月額 10,000 円以内
・出動手当（消防吏員）災害出動 1 回 400 円以内
　　　　　　　　　　   救急出動 1 回 500 円以内

時 間 外
勤 務 手 当

＊時間外勤務 1 時間につき
（平日）午前 5 時～ 8 時 30 分　　　　　　  125％
（平日）午後 5 時 30 分～ 10 時　　　　　　125％
（平日）午後 10 時～翌朝 5 時　　 　　　　  150％
（平日 60 時間超）午前 5 時～ 8 時 30 分 　    150％
（平日 60 時間超）午後 5 時 30 分～ 10 時　   150％
（平日 60 時間超）午後 10 時～翌朝 5 時 　　175％
（週休日）午前 5 時～午後 10 時　　　　　   135％
（週休日）午後 10 時～翌朝 5 時　 　    　  　160％
（週休日 60 時間超）午前 5 時～午後 10 時　 150％
（週休日 60 時間超）午後 10 時～翌朝 5 時　 175％

通 勤 手 当

交通機関利用者　運賃などの相当額

自動車など通勤者
＊（片道）1km 以上   3km 未満 1,000 円～   2,100 円
＊（片道）3km 以上 10km 未満 2,900 円～   5,800 円
＊（片道）10km 以上 60km 未満 7,300 円～ 25,800 円
＊（片道）60km 以上　　　　　　　    26,700 円

退職
手当

（支給率）

自己都合
勤続 20 年 勤続 25 年 勤続 30 年 勤続 35 年 最高限度

21.62 30.82 38.18 43.7 52.44

勧　　奨
勤続 20 年 勤続 25 年 勤続 30 年 勤続 35 年 最高限度

27.025 36.57 44.85 52.44 52.44

※退職手当は、兵庫県市町村職員退職手当組合に加入しているので、
支給率は本組合の支給率です。

（1）職員の任免及び職員数に関する状況

①職員の任免の状況（平成 26 年 4 月 1 日～平成 27 年３月 31 日）
＊採　用　 24 人
＊退　職　36 人（勧奨退職を含む）

②職員数に関する状況
 ◆部局・役職別職員数の状況（平成 26 年４月１日現在、相当職を含む）

部長 次長 課長 副課長 課長補佐 係長 主幹 主査 主事 技能労務 計

市 長 部 局 11 1 36 9 71 114 107 51 26 426

消 防 本 部 1 2 3 1 12 6 30 19 74

水 道 部 1 2 3 5 8 2 21

会 計 課 1 1 1 2 2 7

教 育 委 員 会 1 1 5 1 16 29 33 3 19 108

議　　 会 1 1 1 1 1 5

監 査 委 員 会 1 1 1 3

農 業 委 員 会 1 1 2 4

派 遣 1 1 5 7

計 16 4 51 11 0 107 158 182 76 50 655

 ◆部門別職員数の状況

　　　　　　　　区　分
部　門

職員数（H25･H27 は参考）
備　　考

H25.4.1 H26.4.1 H27.4.1

一 般
行政部門

一 般
管 理

議 会 5 5 5
総 務 145 148 145 ６支所を含む
税 務 29 29 28
労 働 0 0 0
農 林 水 産 31 31 41
商 工 13 13 11
土 木 42 43 42

福 祉
民 生 85 81 79
衛 生 57 54 63

特 別
行政部門

教 育 94 91 79
消 防 74 74 80

普通会計小計 575 569 573

公営企業
部門

病 院 11 11 10 国保診療所
水 道 21 20 21
下 水 道 16 16 16
そ の 他 32 32 32 国保、介保、農済
小 　 　 計 80 79 79

派　遣　職　員 7 7 7 氷上多可衛生事務組合
合　　　　　計 662 655 659

※職員数は一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有
する休職者、派遣職員を含み、臨時または非常勤職員を除いています。

(2) 職員の給与の状況

①職員給与費の状況（平成 26 年 4 月 1 日現在）
平成 26 年度普通会計当初予算（職員手当には退職手当を含まない）

職員数
( 人 ) Ａ

給　　与　　費　（千円） 1 人当たり給与費
B/A(12 ヵ月 )給　　料 職員手当 期末勤勉手当 計　B

572 2,213,998 407,769 785,477 3,407,244 5,957 千円

②職員の平均給料月額及び平均年齢の状況（平成 26 年 4 月 1 日現在）

区　分 平均年齢 平均給料
  月額

  平均給与    
   月額 備　考

一 般 行 政 職 43.3 歳 327,310 円 373,334 円
技 能 労 務 職 47.3 歳 302,733 円 341,268 円 給 食 調 理 員、 環 境 整 備 員 等
教 育 職 46.6 歳 360,168 円 382,128 円 幼稚園教諭、指導主事
消 防 職 37.4 歳 290,475 円 353,968 円

※平均給料月額…職種毎の職員の基本給の平均です。
※平均給与月額…職種毎の職員の基本給と毎月支払われる扶養手当、
住居手当、時間外勤務手当などの諸手当の額との合計の平均です。

③職員の初任給の状況（平成 26 年 4 月 1 日現在）

区　　分 一般行政職 年齢 技能労務職
   給食調理員

技能労務職
  環境整備員

高　校　卒 144,500 円 18 歳 141,900 円 146,700 円

短　大　卒 155,700 円 20 歳 152,600 円 158,600 円

大　学　卒 172,200 円 22 歳 165,800 円 172,600 円

④ラスパイレス指数の状況

平成 26 年度 ラスパイレス指数…地方公務員と国家公務員の
給与水準を国家公務員の職員構成を基準として、
職種毎の経験年数別、学歴平均給料月額を比較
し、国家公務員の給与水準を 100 とした場合の
地方公務員の給与水準を示したものです。96.2

⑥特別職等の給料・報酬の状況（平成 26 年 4 月 1 日現在）

区　　　　　　　　　　分 給料・報酬月額

給 料

市長 836,000 円

副市長 665,000 円

公営企業管理者 570,000 円
教育長 598,000 円

報 酬

議長 445,000 円

副議長 365,000 円

常任委員長 355,000 円

常任副委員長 345,000 円

議会運営委員長 355,000 円
議会運営副委員長 345,000 円
議員 330,000 円

期 末 手 当
支 給 割 合

市長・副市長・公営企業管理者・
教育長

 6 月　1.85 月分
12 月　1.95 月分

議長・副議長・常任委員長・常任副委員長・
議会運営委員長　議会運営副委員長・議員

 6 月　1.85 月分
12 月　1.95 月分

(3) 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況
　　①一般職員の一週間の勤務状況
　　　＊正規の勤務時間 38.75 時間　＊勤務時間 8:30 ～ 17:15
　　　＊休憩時間 12:00 ～ 13:00　
　　②休暇の種類
　　　＊年次休暇　20 日　　　＊病気休暇　120 日以内
　　　＊介護休暇　＊組合休暇
　　　＊特別休暇（ボランティア休暇、結婚休暇、産前産後休暇、看護休暇、忌引休暇、夏季休暇等）

(4) 職員の分限及び懲戒処分の状況 （平成 26 年 4 月 1 日～平成 27 年 3 月 31 日）
　　①職員の分限処分の状況　分限処分  休職 10 件（７人）、降任４件（４人）
　　②職員の懲戒処分の状況　　懲戒処分　停職２件（２人）、減給８件（８人）、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　戒告３件（３人）

(5)  職員の研修及び勤務成績の評定の状況
　　①職員の研修の状況
　　　＊兵庫県自治研修所、丹波公務能率推進協議会、兵庫県等の
　　　　研修会への参加
　　　◎兵庫県自治研修所（監督職、公務員倫理指導者養成、接遇指導者養成、女性リーダー
　　　　　　育成等　14 人）
　　　◎丹波公務能率推進協議会（リスクマネジメント、市民満足度向上、プレゼンテーション等　115 人）
　　　◎兵庫県（栄典事務、地方債事務、人事評価制度、地方公営企業会計制度等       19 人）
　　　◎丹波市（AED 研修、OJT 研修、プロフェッショナル研修、職場風土改善研修等　525 人）
　　　◎消防職員（兵庫県消防学校の教育研修、救急救命士養成研修、救急救命士病院実習）
　　　◎監査事務（県都市監査委員会実務研修、都市監査委員会事務研修会、公平委員会研修会）
　　②職員の勤務成績の評定の状況
　　　＊「丹波市職員勤務評定実施規定（平成 16 年 11 月 1 日訓令第 15 号）」により実施
　　　＊「消防職員勤務評定実施要領」（試験（一般学科、消防学科、論文））による評定
　　　＊「消防職員の昇任候補者試験実施要領」（学科試験、実科試験、口述試験、勤務実
　　　　　　績評定、体力測定、経歴評定）による階級昇任試験

(6) 職員の福祉及び利益の保護の状況
　　①職員の福祉の状況
　　　・公務災害等の認定状況　公務災害４件　通勤災害０件
　　②職員の利益の保護の状況
　　　＊休暇の取得状況　年次休暇　7.20 日（1 人当たり / 平成 26 年分）
　　　＊病気休暇　28 人（7 日以上）
　　　＊産前産後休暇　7 人
　　　＊育児休業（最長誕生した日から 3 年間）　
　　　　５人（うち男性の取得 0 人）
　　　＊育児短時間勤務　２人
　　　＊部分休業　10 人

(7) 公平委員会の報告事項
　　①勤務条件に関する措置の要求の状況　　　0 件
　　②不利益処分に関する不服申立ての状況　　　0 件

丹波市の人事行政の運営等の
状況を公表します
　市の人事行政の運営等の状況（職員の給与等）については、毎年その内容を公表することになっています。
平成 26 年度の主な内容をお知らせします。

 問職員課（氷上庁舎内）  ☎ 82‐0722 
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